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　平素は、成協信用組合に格別のお引き立てを賜り厚くお礼申し上げます。
　このたび、当組合の経営状況について一層ご理解を頂きたく令和 5 年上期
（令和 5 年 4月1日～令和 5 年 9月30日）のディスクロジャー誌を作成いた
しましたので、ご高覧いただければ幸いに存じます。
　令和 5 年度上期においては、 5月に新型コロナ感染症が「 5 類感染症」
になり、海外からの旅行者に対する入国制限の緩和に加え、急激な円安がイ
ンバウンドを後押しし、国内外の旅行者はコロナ前に戻ってきた結果、観光・
宿泊・小売・サービス業等の業績は好転しております。反面、急激な円安は
原材料の高騰に繋がり、物価上昇により国民の生活に悪影響を及ぼしています。
　当組合は、今後も地域金融機関として地域発展にお役に立てるよう、役職
員が一丸となって取組んでまいります。
　今後とも皆様の一層のご支援、お引き立てを賜りますようお願い申し上げ
ます。
�

ごあいさつ

■本店所在地　大阪府東大阪市足代南 1丁目11番 9号
■設　　　立　昭和49年10月 1日
■出　資　金　8,290百万円
■組 合 員 数　39,439人
■預　金　量　361,900百万円
■店　舗　数　�18店舗�

（令和 5年10月23日道明寺支店は、藤井寺支店に統合、現在17店舗）
■従 業 員 数　269人

当組合の概要

（預金）
　預金においては、 3 月 1 日から 5 月31日並びに 6 月12日
～ 8 月31日の 2 度に亘り「定期預金増強キャンペーン」を
実施した結果、定期預金で127億円が増加し、令和 5年 3 月
末対比197億円の増加となりました。

（貸出金）
　貸出金においては、不動産業・宿泊業を中心として活発な
市況を背景に業績が好転し資金需要が発生しました。また、
日本政策金融公庫との連携融資への積極的な取組みにより、
令和 5年 3月末対比278億円の増加となりました。

預金・貸出金の現況

成協信用組合
理事長　大�村�佳�三
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科　　　　目 令和5年9月末
〈参考〉

令和5年３月末

経 常 収 益 4,079 6,476

資 金 運 用 収 益 3,603 5,778

役 務 取 引 等 収 益 451 485

そ の 他 業 務 収 益 2 6

そ の 他 経 常 収 益 21 206

経 常 費 用 2,237 3,812

資 金 調 達 費 用 384 671

役 務 取 引 等 費 用 75 104

そ の 他 業 務 費 用 0 0

経 費 1,753 2,975

そ の 他 経 常 費 用 23 60

経 常 利 益 1,841 2,664

科　　　　目 令和5年9月末
〈参考〉

令和5年３月末

特 別 利 益 0 15

特 別 損 失 0 16

税 引 前 当 期 純 利 益 1,842 2,664

法人税、住民税及び事業税 489 657

法 人 税 等 調 整 額 34 0

法 人 税 等 合 計 523 658

当 期 純 利 益 1,318 2,006

（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示しておりますので、合計が一致しない場合があります。

科　　　　目 令和5年9月末
〈参考〉

令和5年3月末

（資産の部）

現 金 2,465 3,900

預 け 金 155,968 145,541

有 価 証 券 7,503 4,851

貸 出 金 268,918 241,068

そ の 他 資 産 2,036 1,480

有 形 固 定 資 産 3,593 3,377

無 形 固 定 資 産 84 85

前 払 年 金 費 用 362 311

繰 延 税 金 資 産 121 152

債 務 保 証 見 返 23 25

貸 倒 引 当 金 △ 1,427 △ 1,429

（うち個別貸倒引当金） （△ 1,236） （△ 1,172）

資 産 減 損 引 当 金 △ 8 △ 8

資 産 の 部 合 計 439,642 399,356

科　　　　目 令和5年9月末
〈参考〉

令和5年３月末

（負債の部）

預 金 積 金 361,900 342,107

借 用 金 49,500 30,500

そ の 他 負 債 1,635 1,741

賞 与 引 当 金 154 136

退 職 給 付 引 当 金 － －

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 152 132

睡眠預金払戻損失引当金 2 2

偶 発 損 失 引 当 金 0 0

再評価に係る繰延税金負債 39 39

債 務 保 証 23 25

負 債 の 部 合 計 413,408 374,685

（純資産の部）

出 資 金 8,290 7,961

利 益 剰 余 金 17,871 16,629

組 合 員 勘 定 合 計 26,161 24,590

その他有価証券評価差額金 △ 28 △ 20

土 地 再 評 価 差 額 金 100 100

評価・換算差額等合計 72 80

純 資 産 の 部 合 計 26,234 24,671

負債及び純資産の部合計 439,642 399,356

貸借対照表� （単位：百万円）

損益計算書� （単位：百万円）
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（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示しておりますので、合計が一致しない場合があります。

区　　　　分
令和5年9月末

残高
（A）

担保・保証額
（B）

貸倒引当金
（C）

保全率
（B+C）／（A）

引当率
（C）／（A-B）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 2,662 1,612 1,049 100.00 100.00 

危 険 債 権 1,297 924 186 85.62 50.00 

要 管 理 債 権 734 421 21 60.23 6.75 

三 月 以 上 延 滞 債 権 71 30 2 45.20 5.01 

貸 出 条 件 緩 和 債 権 662 389 19 61.60 7.00 

小 計 4,694 2,957 1,257 89.80� 72.43�

正 常 債 権 264,627

合 計 269,321

（注）	 1．	「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破
綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

	 2．	「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本
の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権（上記 1に掲げるものを除く。）です。

	 3．	「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。
	 4．	「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（上記 1及び 2に掲げ

るものを除く。）です。
	 5．	「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、

債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（上記 1、 2及び 4に掲げるものを除く。）です。
	 6．	「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、

「要管理債権」以外の債権です。
	 7．	「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額

です。
	 8．	「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
	 9．	「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸出金、未収利息及び仮払金

並びに債務保証見返の各勘定に計上されるものです。
	 10．	金額は決算後（償却後）の計数です。

（注）	自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第 6条第 1項において準用する銀行法第14条の 2の規定に
基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断す
るための基準（平成18年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準を採用しております。

自己資本比率は、金融機関が保有する
資産に対して自己資本の割合を示す比
率で、企業の健全性・安全性を計る指
標です。当組合は国内基準に該当し 
4％以上を求められておりますが、令
和5年9月末の自己資本比率は8.51％
となりました。

項　　　　目 令和5年9月末
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目
出 資 金 の 額 及 び 資 本 剰 余 金 の 額 8,290
利 益 剰 余 金 の 額 17,871
一 般 貸 倒 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 190

土 地 再 評 価 額 と 再 評 価 直 前 の 帳 簿 価 額 の
差 額 の 45 パ ー セ ン ト に 相 当 す る 額 の う ち 、
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額

－

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 （ イ ） 26,352
コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目
無 形 固 定 資 産 の 額 の 合 計 額 60
前 払 年 金 費 用 の 額 261
少 数 出 資 金 融 機 関 等 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 －
信 用 協 同 組 合 連 合 会 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 －
特 定 項 目 に 係 る 10 パ ー セ ン ト 基 準 超 過 額 －
特 定 項 目 に 係 る 15 パ ー セ ン ト 基 準 超 過 額 －
コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額 （ ロ ） 321
自 己 資 本
自 己 資 本 の 額 （ イ ） － （ ロ ） ＝ （ ハ ） 26,031
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 の 合 計 額 295,975

オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 の
合 計 額 を 8 パ ー セ ン ト で 除 し て 得 た 額 9,794

リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額 （ ニ ） 305,770
自 己 資 本 比 率
自 己 資 本 比 率 （ ハ ） ／ （ ニ ） 8.51％

国内基準　4％

8%

10%

6%

4%

2%

当組合　8.51％当組合　8.51％

自己資本の充実状況� （単位：百万円）

協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況� （単位：百万円、％）
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種　　　　類
令和5年9月末

貸借対照表計上額 取得原価 差　　額

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取 得 原 価 を 超 え る も の

株 式 306 249 57
債 券 1,408 1,399 9

国 債 － － －
地 方 債 － － －
社 債 1,408 1,399 9

そ の 他 107 77 29
小 計 1,822 1,726 95

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取 得 原 価 を 超 え な い も の

株 式 180 218 △ 38
債 券 4,873 4,948 △ 75

国 債 － － －
地 方 債 99 100 0
社 債 4,773 4,848 △ 74

そ の 他 627 648 △ 21
小 計 5,681 5,816 △�134

合 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 計 7,503 7,543 △�39
（注）上記の「その他」は、外国証券及び投資信託です。
（注）時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示しておりますので、合計が一致しない場合があります。

業　種　別 令和5年9月末
製 造 業 2,168
農 業 、 林 業 16
漁 業 1
鉱 業、 採 石 業、 砂 利 採 取 業 －
建 設 業 14,734
電 気、 ガ ス、 熱 供 給、 水 道 業 2,105
情 報 通 信 業 46
運 輸 業 、 郵 便 業 574
卸 売 業 、 小 売 業 8,554
金 融 業 、 保 険 業 7,014
不 動 産 業 154,763
物 品 賃 貸 業 3
学術研究、専門・技術サービス業 4,490
宿 泊 業 45,176
飲 食 業 3,066
生 活 関 連 サー ビ ス 業、娯 楽 業 11,150
教 育 、 学 習 支 援 業 7
医 療 、 福 祉 3,124
そ の 他 の サ ー ビ ス 3,852
そ の 他 の 産 業 565
小 計 261,419
国 ・ 地 方 公 共 団 体 －
個人（住宅・消費・納税資金等） 7,499
合 計 268,918

宿泊業
16.80％

電気、ガス、熱供給、水道業
0.78％

運輸業、郵便業　0.21％

飲食業　1.14％

学術研究、専門・
技術サービス業　1.67％

建設業　5.48％
卸売業、小売業　3.18％

農業、林業　0.01％

情報通信業　0.02％

金融業、保険業　2.61％
製造業　0.81％

医療、福祉　1.16％
不動産業
57.55％生活関連

サービス業、娯楽業　4.15％

その他のサービス　1.43％

その他の産業　0.21％

個人
（住宅・消費・納税資金等）　2.79％

漁業� 0.0％
物品賃貸業� 0.0％
教育、学習支援業� 0.0％

貸出金業種別残高・構成比 � （単位：百万円）

その他有価証券� （単位：百万円）

有価証券の時価等情報
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　将来の当組合を担う若手職員をメンバーとして、自由な
意見・アイデアをだしてもらい、積極的に経営に取り入れ
ることで改善を図り若手職員の企画意識を高めることを
目的としております。

　当組合では、医療学術の発展と人材育成に寄与するた
め、平成26年より大阪大学杉山教授のがん免疫研究に寄
付を行っております。今年度も令和5年6月に寄付を行い
『感謝状』を受領しました。

若手職員による『未来プロジェクト』 医療発展への寄付

　当組合では、地域経済発展に貢献する取組みとして、日本政策金融公庫との連携融資による地元の中小・小規模事業者等
への地域密着金融に取組んでおります。事業者の収益力向上や財務の健全化に寄与することを重要課題と捉え、東大阪商工会
議所と連携をして地域事業者が抱える経営課題解決の一助として下記のセミナーを開催し、多くの経営者の皆様が参加されま
した。

セミナー開催

トピックス

好事例に学ぶ事業承継セミナー創業応援セミナーin東大阪

　毎年9月3日を「しんくみの日」として、地域・業域・職域に根差した社会貢献活動を実施しています。当組合では、お客様への日
頃の感謝を込めて、地域の清掃活動や窓口に来店いただいたお客様に「花の種」を贈呈する取組みを行いました。また、大阪府
信用組合協会が主催する献血運動には全店より19名の職員が参加しました。

しんくみの日活動

『ハロウィン祭り』
　東大阪支店はジンジャモール商店街にあり、毎年開催される

『ハロウィン祭り』に参加しております。令和5年10月27日、全職
員が交代で被り物を着て盛り上げ、地域の保育園児・幼稚園児
(約230名)が来店した際にプレゼントを渡して園児たちに喜ん
でいただきました。

地域行事への参画

　令和5年7月18日～21日の4日間に亘り、外部講師として株式
会社社員教育研究所 池内氏を招いて、部店長・副部長・副支店
長を対象とした実践研修を開催しました。

外部講師を招いた部店長研修

トピックストピックス

・献血運動 ・店舗周辺清掃活動 ・窓口で「花の種」プレゼント
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　毎年9月3日を「しんくみの日」として、地域・業域・職域に根差した社会貢献活動を実施しています。当組合では、お客様への日
頃の感謝を込めて、地域の清掃活動や窓口に来店いただいたお客様に「花の種」を贈呈する取組みを行いました。また、大阪府
信用組合協会が主催する献血運動には全店より19名の職員が参加しました。

しんくみの日活動

『ハロウィン祭り』
　東大阪支店はジンジャモール商店街にあり、毎年開催される

『ハロウィン祭り』に参加しております。令和5年10月27日、全職
員が交代で被り物を着て盛り上げ、地域の保育園児・幼稚園児
(約230名)が来店した際にプレゼントを渡して園児たちに喜ん
でいただきました。

地域行事への参画

　令和5年7月18日～21日の4日間に亘り、外部講師として株式
会社社員教育研究所 池内氏を招いて、部店長・副部長・副支店
長を対象とした実践研修を開催しました。

外部講師を招いた部店長研修

トピックストピックス

・献血運動 ・店舗周辺清掃活動 ・窓口で「花の種」プレゼント
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成協信用組合は、昭和 49 年 10 月 1 日に創立発足以来、健全経営に徹し、中小事業者や勤労者

を中心とした組合員の相互扶助の精神に基づき、地域金融機関としての公共性を自覚し、組合員

の経済的地位の向上を図るとともに、地域社会の発展に貢献してまいりました。 

当組合は、今後も地域金融機関としての使命と役割を果たすために、国連が提唱するＳＤＧｓ

（持続可能な開発目標）に賛同し、持続可能な社会の実現に向け取組んでまいります。 

 

令和 5年 1月 1日 

成 協 信 用 組 合 

理事長  大村 佳三  

  

 

１１．．地地域域経経済済活活性性化化へへのの取取組組    

  ≪≪金金融融をを通通じじてて地地域域のの持持続続可可能能なな成成長長・・活活性性化化をを支支援援≫≫  

〇創業支援 

〇事業承継支援 

〇経営改善・事業再生支援への関与 

〇医療・介護事業者への資金対応 

〇各種助成金・補助金申請支援 

〇各地方自治体との業務提携によるセミナー実施、地域産業活性化・

地方創成への取組 

〇日本政策金融公庫との連携による各種資金支援  

２２．．地地域域社社会会貢貢献献へへのの取取組組    

≪≪地地域域とと共共にに発発展展しし、、安安心心・・安安全全でで活活力力ああるる街街づづくくりりをを≫≫  

〇振り込め詐欺被害の未然防止、サイバーセキュリティへの対応 

〇マネロン・テロ資金供与対策におけるリスク管理体制の強化 

〇献血活動、地域行事への積極的な参加 

〇職員に対するストレスチェックの実施  

３３．．環環境境保保全全へへのの取取組組    

≪≪環環境境にに配配慮慮ししたた活活動動やや取取りり組組みみをを支支援援≫≫  

〇太陽光発電設備等の再生可能エネルギーへの融資 

〇ＬＥＤ照明の導入等による省電力化 

〇クールビズの実施 

〇営業支援端末導入に伴うペーパーレス化 

４４．．未未来来へへのの取取組組   

≪≪地地域域にに貢貢献献すするる人人材材育育成成とと働働ががいいののああるる職職場場環環境境≫≫  

〇女性の活躍推進、積極登用 

〇職員の検定試験・資格取得の奨励 

〇外部研修への職員の派遣 

〇育児休業・介護休業への取組 

〇大阪大学医学部への寄附  
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各種手数料一覧� （令和5年10月末現在）

種　　　類 金　額

為
　
替
　
関
　
係

振　
　
　

込

窓
口
で
の
お
振
込

同 一 店 内
5万 円 未 満 無　料
5万 円 以 上 220円

電 信 扱

当 組 合
本 支 店 宛

5万 円 未 満 220円
5万 円 以 上 440円

他 行 宛
5万 円 未 満 500円
5万 円 以 上 660円

Ａ
Ｔ
Ｍ
で
の
お
振
込

同 一 店 内
5万 円 未 満 無　料
5万 円 以 上 無　料

当 組 合 本 支 店 宛
5万 円 未 満 110円
5万 円 以 上 220円

他 行 宛
5万 円 未 満 330円
5万 円 以 上 440円

代 金
取 立

電 子 交 換 （※1） 440円
個 別 取 立 （※２） 1,100円

そ の 他

振 込・ 送 金 手 形 の 組 戻 料

660円
不 渡 手 形 返 却 料
取 立 手 形 組 戻 料
取 立 手 形 店 頭 呈 示 料

当
座
取
引

小 切 手 帳 1冊（50枚綴） 660円
約 束 手 形 帳 1冊（25枚綴） 550円
マ ル 専 口 座 開 設 手 数 料 3,300円
マ ル 専 手 形 用 紙 代 1 　 枚 550円

発
行
手
数
料

自 己 宛 小 切 手 発 行 手 数 料 1 　 枚 550円
証 明 書
発行手数料

各 種 取 引 証 明 書 1 　 通 220円
残 高 証 明 書 1 　 通 220円

通 帳・証 書 等 再 発 行 手 数 料 550円
カ ー ド 再 発 行 手 数 料 550円

融
　
資
　
関
　
係

証 書 貸 付・ 提 携 ロ ー ン 一 部 繰 上 返 済
保証協会保証付融資は除く 3,300円

証書貸付
提 携
ロ ー ン
期 限 前
全額返済

貸 出 実 行 日 か ら3年 以 内 の 場 合 3,300円
貸出実行日から3年超5年以内の場合 2,200円
貸出実行日から5年超7年以内の場合 1,100円
貸 出 実 行 日 か ら7年 超 の 場 合 無　料

証 書 貸 付・条 件 変 更 手 数 料
保証協会保証付融資は除く 5,500円

不 動 産 担 保 調 査 手 数 料
55,000円を超える場合は実費、
担保物件の追加1件ごとに33,000円

55,000円

不 動 産 担 保 抹 消 事 務 手 数 料
不動産業者の販売不動産の抹消時委任状1枚につき 11,000円

不 動 産 関 連 融 資（ 期 限 前 返 済 の 場 合 ）（※3）

繰上返済額×（返済時の約定金利×50％）× 1－
融資経過月数

約定期間

火 災 保 険 質 権 設 定 料 1,100円
手 形 貸 付 ・ 手 形 用 紙 代 22円
住
宅
ロ
ー
ン
関
係
手
数
料

事 務 取 扱 手 数 料（ 全 国 保 証 ㈱ ） 55,000円
固 定 金 利 選 択
型 住 宅 ロ ー ン

変動金利型から固定金利へ 6,600円
固定金利型から固定金利へ 6,600円

繰

上

返

済

手

数

料

選 択 型 変 動 金 利

返 済 内 容
一 部 繰 上 返 済 6,600円
全 額 返 済（10年 未 満 ） 6,600円
全 額 返 済（10年 以 上 ） 無　料

選 択 型 固 定 金 利

繰 上 返 済
金 額

100万円未満 6,600円
100万円以上1,000万円未満 33,000円
1,000万円以上 55,000円

（上記の手数料には消費税を含んでおります）
（※ 1）店頭で即時に入金が可能な手形・小切手は無料です。
（※ 2）	個別取立は電子交換所に参加しない金融機関宛の手形・小切手など郵送対

応が必要なものです。
（※ 3）	不動産関連融資の期限前返済の場合は、別途手数料支払いに関する同意書

が必要になります。
（※ 4）	500枚ごとに加算する手数料は、500枚に満たない場合も、500枚とみなして

加算します。

種　　　類 金　額

成
協
ビ
ジ
ネ
ス
バ
ン
キ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
手
数
料

月 額 基 本 料 2,200円

振 込

同 一 店 内
5万 円 未 満 無　料
5万 円 以 上 無　料

当 組 合
本 支 店 宛

5万 円 未 満 無　料
5万 円 以 上 無　料

他 行 宛
5万 円 未 満 220円
5万 円 以 上 330円

総 合 振 込

同 一 店 内
5万 円 未 満 無　料
5万 円 以 上 無　料

当 組 合
本 支 店 宛

5万 円 未 満 無　料
5万 円 以 上 無　料

他 行 宛
5万 円 未 満 220円
5万 円 以 上 330円

給 与 振 込
賞 与 振 込

同 一 店 内
5万 円 未 満 無　料
5万 円 以 上 無　料

当 組 合
本 支 店 宛

5万 円 未 満 無　料
5万 円 以 上 無　料

他 行 宛
5万 円 未 満 110円
5万 円 以 上 110円

ワ ン タ イ ム
パ ス ワ ー ド
利 用 手 数 料

ソフトウェア 
ト ー ク ン 発行手数料 無　料

ハードウェア 
ト ー ク ン

発行手数料 無　料
再 発 行・
追加発行手数料 2,200円

成
協
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

バ
ン
キ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
手
数
料

振 替
5万 円 未 満 無　料
5万 円 以 上 無　料

振 込

同 一 店 内
5万 円 未 満 無　料
5万 円 以 上 無　料

当 組 合
本 支 店 宛

5万 円 未 満 無　料
5万 円 以 上 無　料

他 行 宛
5万 円 未 満 220円
5万 円 以 上 220円

そ
の
他
手
数
料

貸 金 庫 手 数 料
（ご利用いただく種類により異なります。くわしくは窓口へ） 年 間 5,500円～

11,000円

株 式 払 込 手 数 料
（ 募 集 設 立 ）

5千 万 円 未 満 3 ×消費税
1,000

5千 万 円 以 上 2 ×消費税
1,000

個 人 情 報 開 示 手 数 料 1回 に つ き 1,650円

両 替 手 数 料（※4）
持込枚数または両替後枚数の
いずれか多い方で計算します。

1枚～50枚 220円
51枚～500枚 550円
501枚～
 1,000枚 1,320円

1,001枚～
500枚ごとに 770円

金 種 指 定 出 金 手 数 料（※4）
合計枚数のうち1万円札を除く
払戻枚数で計算します。

1枚 ～50枚 220円
51枚～500枚 550円
501枚～
 1,000枚 1,320円

1,001枚～
500枚ごとに 770円

硬 貨 入 金 手 数 料（※4）
複数口座に分けた場合は合計
枚数で計算します。

1枚～100枚
1日1回無料

(2回目以降220円)
101枚～
 500枚 550円

501枚～
 1,000枚 1,320円

1,001枚～
500枚ごとに 770円
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平日
当組合ATMご利用時間 8:45〜18:00 18:00〜19:00

出金手数料
（当組合ATM利用時）

当組合カード 無　料 無　料
大阪府下地域提携参加信組カード（注1） 無　料 無　料

全国提携（しんくみお得ねっと）参加信組カード（注2） 無　料 220円
郵便局（郵貯カード） 110円 220円

上記以外の金融機関カード 110円 220円

入金手数料
（当組合ATM利用時）

当組合カード 無　料 無　料
入金ネット加盟金融機関カード（注3） 110円 220円

入金・出金手数料
（提携金融機関ATM利用時） 当組合カード（注4） 提携金融機関の所定手数料

（8:00～21:00）

土曜日
当組合ATMご利用時間 9:00〜14:00 14:00〜17:00

出金手数料
（当組合ATM利用時）

当組合カード 無　料 無　料
大阪府下地域提携参加信組カード（注1） 無　料 無　料

全国提携（しんくみお得ねっと）参加信組カード（注2） 無　料 220円
郵便局（郵貯カード） 110円 220円

上記以外の金融機関カード 110円 220円

入金手数料
（当組合ATM利用時）

当組合カード 無　料 無　料
入金ネット加盟金融機関カード（注3） 110円 220円

入金・出金手数料
（提携金融機関ATM利用時） 当組合カード（注4） 提携金融機関の所定手数料

（8:00～21:00）

日曜日（日曜日の当組合稼働店舗は松原支店のみ）
当組合ATMご利用時間 9:00〜17:00

出金手数料
（当組合ATM利用時）

当組合カード 無　料
大阪府下地域提携参加信組カード（注1） 無　料

郵便局（郵貯カード） 220円
上記以外の金融機関カード 220円

入金手数料
（当組合ATM利用時）

当組合カード 無　料
入金ネット加盟金融機関カード（注3） 220円

入金・出金手数料
（提携金融機関ATM利用時） 当組合カード（注4） 提携金融機関の所定手数料

（8:00～21:00）

祝日・年末年始（12月31日、1月1日～1月3日）
当組合ATMご利用時間 8:00〜21:00

入金・出金手数料
（提携金融機関ATM利用時） 当組合カード（注4） 提携金融機関の所定手数料

（8:00～21:00）
（注 1）	大阪府下地域提携の信用組合（ 7組合：金融機関コード順）
　　　大同信用組合・大阪貯蓄信用組合・のぞみ信用組合・中央信用組合・大阪府医師信用組合・大阪府警察信用組合・近畿産業信用組合
（注 2）	「しんくみお得ねっと」に加盟の信用組合
（注 3）	「入金ネット」加盟金融機関は、第 2地銀・信用金庫・信用組合・労働金庫が対象です。なお、一部の金融機関では、利用できない場合があります。
（注 4）	当組合カードで提携金融機関のATMをご利用の際、一部の金融機関では、利用できない場合、または利用可能な時間帯や手数料が異なる場合があります。

1日あたりの利用限度額
1日あたりのお引き出し金額 100万円まで

1日あたりのお振り込み金額（注5） 100万円まで
（注 5）お取扱はキャッシュカードによる振込のみで、現金でのお振込はできません。

※下記の場合、当組合のATMは取扱を休止させていただきます。
・祝日、並びに、 1月 1日、 2日、 3日
・土曜日が祝日と重なった場合（日曜日が祝日と重なった場合は営業いたします。但し翌月曜日（振替休日）は休止させていただきます。）

ATM手数料一覧� （令和5年10月末現在）
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〒577-0842　東大阪市足代南1-11-9
TEL：06-4307-1000　FAX：06-4307-1001

ホームページアドレス：https://www.seikyo-shinkumi.jp/

お役に立ちます、あなたの街で

店舗一覧表（事務所の名称・所在地）

 （令和 5 年10月末現在）

店　　　名 住　　　　　所 電　　話 CD・ATM
設置状況

本 部 〒577-0842 東大阪市足代南 1 -11- 9 06-4307-1000 −
本 店 営 業 部 〒577-0842 東大阪市足代南 1 -11- 9 06-6720-3011 1 台
平 野 支 店 〒547-0043 大阪市平野区平野東 2 - 2 -30 06-6791-1465 1 台
田 辺 支 店 〒546-0031 大阪市東住吉区田辺 6 - 4 - 4 06-6621-0535 1 台
堺 支 店 〒590-0807 堺市堺区旭ヶ丘南町 3 - 1 - 2 072-247-2561 1 台
香 里 支 店 〒573-0086 枚方市香里園町 5 -24 072-831-1005 1 台
門 真 支 店 〒571-0066 門真市幸福町 4 -24 06-6902-8931 1 台
大 正 支 店 〒551-0002 大阪市大正区三軒家東 4 - 5 -12 06-6552-5001 1 台
東 大 阪 支 店 〒579-8053 東大阪市四条町 1 -16 072-984-1771 1 台
大 東 支 店 〒574-0011 大東市北条 1 - 2 - 1 072-878-0251 1 台
岸 和 田 支 店 〒596-0071 岸和田市魚屋町 2 - 1 072-433-0881 1 台
高 石 支 店 〒592-0014 高石市綾園 1 -14-35 072-263-2500 1 台
松 原 支 店 〒580-0016 松原市上田 3 - 1 -25 072-336-1591 1 台
藤 井 寺 支 店 〒583-0027 藤井寺市岡 2 - 1 -36 072-954-1581 2 台
北 野 田 支 店 〒599-8123 堺市東区北野田1084-133 072-236-2125 1 台
河 内 長 野 支 店 〒586-0015 河内長野市本町 9 -21 0721-53-2785 1 台
富 田 林 支 店 〒584-0005 富田林市喜志町 3 - 7 -34 0721-24-2577 1 台
天 美 支 店 〒580-0033 松原市天美南 5 -18-26 072-332-5551 1 台
※道明寺支店は、10月23日をもちまして藤井寺支店に統合いたしました。

大　阪　市　・　堺　　　市　・　東 大 阪 市
八　尾　市　・　柏　原　市　・　松　原　市
藤 井 寺 市　・　羽 曳 野 市　・　富 田 林 市
大阪狭山市　・　河内長野市　・　和　泉　市
高　石　市　・　寝 屋 川 市　・　守　口　市
門　真　市　・　大　東　市　・　南 河 内 郡
吹　田　市　・　茨　木　市　・　高　槻　市
枚　方　市　・　摂　津　市　・　四 條 畷 市
交　野　市　・　三　島　郡　・　岸 和 田 市
泉 大 津 市　・　貝　塚　市　・　泉　北　郡

営業区域

岸和田支店

高 石 支 店

堺 支 店

大 正 支 店

田 辺 支 店

香 里 支 店

門 真 支 店

大 東 支 店

東大阪支店

平 野 支 店

天 美 支 店

本
店

藤井寺支店

松 原 支 店

富田林支店

北野田支店
河内長野支店


